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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第109期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第110期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第109期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

営業収益 (千円) 8,493,217 9,284,021 35,317,972

経常利益又は経常損失(△) (千円) △33,771 107,945 264,604

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △91,283 23,558 △121,459

純資産額 (千円) 12,284,300 11,999,656 12,187,350

総資産額 (千円) 36,766,260 34,340,148 34,289,565

１株当たり純資産額 (円) 420.59 412.98 419.46

１株当たり
四半期純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △3.16 0.82 △4.20

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ 0.81 ─

自己資本比率 (％) 33.1 34.8 35.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 721,497 598,683 1,405,131

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △281,156 △200,756 1,206,208

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 116,644 △75,373 △2,756,433

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,280,302 2,895,316 2,579,615

従業員数 (名) 881 832 827

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等推移については記載しておりま

せん。

２　第109期第１四半期連結累計(会計)期間及び第109期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。

３　営業収益には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

当第１四半期連結会計期間において、親会社の異動はありません。

　

(2) 連結子会社

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社の異動はありません。

　

(3) 持分法適用関連会社

当第１四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社の異動はありません。

　

(4) その他の関係会社

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 832

(注)  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 547

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は主に、総合物流事業を営んでいるため、生産実績は記載してお

りません。

　
(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）の業務形態は物流事業、海運事業、不動産事業と多岐にわたって

おり、受注が各事業にまたがる特質を有し、且つ、流動的であるため、受注状況を画一的に表示することは

困難であります。

よって、受注実績は記載しておりません。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

物流事業 6,437,770 ─

海運事業 2,716,360 ─

不動産事業 129,889 ─

合計 9,284,021 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

太平洋セメント㈱ 2,325,310 27.4 2,431,626 26.2

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業等のリスクに重要な

変更及び新たに生じたリスクはありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、対前年比実質ＧＤＰの伸び率が増加する中、輸出増を背景

とする企業部門の改善が家計部門へ波及する動きも徐々に見えてきており、緩やかな景気回復基調と

なっております。

しかしながら、公共事業費の抑制による公共投資の大幅な減少や、需給ギャップによるデフレ傾向によ

り、本格的な国内民需の拡大による自律的成長は期待できず、先行きについては依然、予断を許さない状

況にあります。

物流業界におきましては、国内貨物輸送量は内需の力強い回復が見込めず、公共事業投資の大幅な減少

により、建設関連貨物を中心に取扱量は減少傾向にあります。一方、国際貨物輸送については世界経済の

拡大を背景に中国などアジア向けのコンテナ貨物が牽引役を果たしており、荷動きは回復基調となって

おります。

このような経営環境の下、当社グループは「10中期経営計画」の最終年度を迎え、重点施策である、国

内物流事業の強化・拡大、国際物流事業の拡大、環境事業の拡大、グループ経営の強化、経営戦略を実現さ

せる人事政策、ＣＳＲ取組の強化に引き続き取り組んでまいりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の営業収益は92億8千4百万円と前年同四半期に比べ7億9千万円

（9.3％）の増収となり、営業利益は1億1千8百万円と前年同四半期に比べ1億2千4百万円の増益、経常利

益は1億7百万円と前年同四半期に比べ1億4千1百万円の増益となりました。また四半期純利益は2千3百万

円と前年同四半期に比べ1億1千4百万円の増益となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①　物流事業

物流事業におきましては、国際貨物について、中国・東南アジア向けの海上コンテナの取扱量及びロ

シア向けのパイプ・建設機械、モンゴル向けプラント機材・中古車等の輸送が前年同四半期に比べて

増加しました。

国内貨物においては、公共事業費の抑制の影響によりガラス・セメント・鋼材等の各種建材関連の

輸送量が減少したものの、小口配送及び倉庫事業での取扱量は増加しました。

これらの結果、物流事業全体の営業収益は64億3千7百万円となり、セグメント利益は3億1千7百万円

となりました。

②　海運事業

海運事業におきましては、環境関連の産業廃棄物等の取扱量及び外航船の一般貨物輸送は増加した

ものの、国内のセメント需要の落ち込み等による内航セメント船の取扱量が減少し、外航粉体船におい

ては航海数の減少が利益を圧迫しました。

これらの結果、海運事業全体の営業収益は27億1千6百万円となり、セグメント利益は8千4百万円とな

りました。

③　不動産事業

不動産事業におきましては、賃貸料の改定による賃料の減少及び修繕費等の増加により減収減益と

なりました。

これらの結果、営業収益は1億2千9百万円となり、セグメント利益は9千7百万円となりました。

　
上記セグメント利益はセグメント間取引消去前の金額で記載しております。なお、上記金額には、消費

税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

資産合計は、前連結会計年度末に比べ5千万円増加の343億4千万円（0.1％増）となりました。主な要因

は、営業債権の減少等により受取手形及び営業未収入金が8千5百万円、減価償却等により有形固定資産が

1億1千4百万円、無形固定資産が1千9百万円、時価評価差額の減少等により投資有価証券が1億8千7百万円

それぞれ減少したものの、現金及び預金が3億1千5百万円及び前払費用の増加等により流動資産のその他

が1億5千1百万円それぞれ増加したこと等によります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ2億3千8百万円増加の223億4千万円（1.1％増）となりました。主

な要因は、長期借入金が3億5千7百万円減少したものの、短期借入金が4億3千6百万円、賞与引当金が1億6

千3百万円それぞれ増加したこと等によります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1億8千7百万円減少の119億9千9百万円（1.5％減）となりまし

た。主な要因は、為替換算調整勘定が4百万円増加したものの、配当金の支払い8千6百万円及び四半期純利

益の計上2千3百万円により利益剰余金が6千3百万円減少、また、その他有価証券評価差額金が1億2千8百

万円減少したこと等によります。

以上により、自己資本比率は34.8％と前連結会計年度末に比べて0.6ポイントの減少となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末の連結キャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ3億1千5百万円増

加（前年同四半期5億5千5百万円の増加）し、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は

28億9千5百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益1億

円、減価償却費2億8千3百万円及び賞与引当金の増加1億6千3百万円に加えて、売上債権8千5百万円の減

少等により5億9千8百万円の収入となりましたが、前年同四半期に比べ1億2千2百万円下回りました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支

出9千9百万円及び貸付けによる支出8千6百万円等により2億円の支出となり、前年同四半期に比べ8千

万円の支出減となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金及び長期借入金で8

億4千3百万円を調達しましたが、短期借入金及び長期借入金の返済による支出7億9千2百万円に加え、

配当金8千6百万円の支払等により7千5百万円の支出となり、前年同四半期に比べ1億9千2百万円の支出

増となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対

処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計期間末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,910,00028,910,000
東京証券取引所
（市場第一部）

１単元の株式数は100株であ
ります。

計 28,910,00028,910,000― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行し

ております。

株主総会の特別決議日（平成16年６月30日）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数（個） 116　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 116,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり150　（注）２

新株予約権の行使期間
　平成18年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　150
資本組入額　 75

新株予約権の行使の条件

新株予約権の行使は、当社普通株式にかかる株券が日
本国内の証券取引所に上場されるまで、行使することが
できないこととする。
新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい

て、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業
員の何れかの地位を保有している者とする。ただし、当社
または当社の子会社の従業員の定年、または会社都合に
よる退職など正当な理由がある場合、および退任する当
社または当社の子会社の取締役、または監査役に正当な
理由がある場合には、この限りではないものとする。
新株予約権者が新株予約権の行使期間中に死亡した場

合、相続人が新株予約権者の死亡の日より６ヶ月以内
（権利行使期間中に限る）に限り、その権利を行使でき
るものとする。
その他の条件については、新株予約権発行の取締役会

決議に基づき、割当対象者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式合併を行う場合は、分割または合併の比率に応じ次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）が

行われる場合、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと

する。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 ─ 28,910 ─ 2,294,010 ─ 1,504,890

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　　10,300

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 　28,898,000 288,980 ─

単元未満株式 普通株式      　1,700― ─

発行済株式総数 28,910,000― ―

総株主の議決権 ― 288,980 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東　海運株式会社

東京都中央区日本橋浜町
三丁目３番２号

10,300 ─ 10,300 0.04

計 ― 10,300 ─ 10,300 0.04

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 235 217 203

最低(円) 209 194 195

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。

　

(注)　当社では執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの

執行役員の異動は、次のとおりであります。

　

(1) 新任執行役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任執行役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,125,316 2,809,615

受取手形及び営業未収入金 5,893,794 5,978,970

その他 1,006,012 854,342

貸倒引当金 △13,832 △13,133

流動資産合計 10,011,291 9,629,794

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,708,428 6,800,671

機械装置及び運搬具（純額） 146,205 161,611

船舶（純額） 2,432,554 2,449,881

土地 9,613,508 9,613,508

その他（純額） 448,044 437,884

有形固定資産合計 ※１
 19,348,741

※１
 19,463,557

無形固定資産

のれん 232,103 243,424

その他 1,443,503 1,451,629

無形固定資産合計 1,675,606 1,695,054

投資その他の資産

投資有価証券 2,594,688 2,781,843

その他 760,352 768,900

貸倒引当金 △50,531 △49,585

投資その他の資産合計 3,304,509 3,501,158

固定資産合計 24,328,857 24,659,770

資産合計 34,340,148 34,289,565
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 4,048,763 4,046,342

短期借入金 4,738,758 4,302,128

1年内償還予定の社債 173,000 173,000

未払法人税等 95,110 112,951

賞与引当金 415,443 252,207

その他 1,901,742 1,816,013

流動負債合計 11,372,818 10,702,643

固定負債

社債 724,000 724,000

長期借入金 5,419,317 5,776,946

退職給付引当金 1,678,312 1,693,581

役員退職慰労引当金 32,288 31,288

特別修繕引当金 172,999 160,049

資産除去債務 27,967 －

その他 2,912,789 3,013,706

固定負債合計 10,967,673 11,399,572

負債合計 22,340,492 22,102,215

純資産の部

株主資本

資本金 2,294,010 2,294,010

資本剰余金 1,505,049 1,505,049

利益剰余金 7,991,608 8,054,748

自己株式 △4,170 △4,159

株主資本合計 11,786,497 11,849,649

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 189,940 318,141

為替換算調整勘定 △41,449 △45,650

評価・換算差額等合計 148,491 272,490

少数株主持分 64,667 65,210

純資産合計 11,999,656 12,187,350

負債純資産合計 34,340,148 34,289,565
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業収益 8,493,217 9,284,021

営業費用 7,825,783 8,496,194

営業総利益 667,433 787,826

販売費及び一般管理費

従業員給料 242,334 237,728

賞与引当金繰入額 58,838 60,682

退職給付費用 20,671 19,658

役員退職慰労引当金繰入額 1,646 999

福利厚生費 58,648 59,663

貸倒引当金繰入額 － 1,962

減価償却費 10,867 15,461

その他 280,502 273,065

販売費及び一般管理費合計 673,509 669,221

営業利益又は営業損失（△） △6,076 118,605

営業外収益

受取利息 1,021 1,508

受取配当金 17,086 12,532

持分法による投資利益 － 3,792

助成金収入 － 10,274

為替差益 25,027 －

その他 30,107 22,081

営業外収益合計 73,243 50,189

営業外費用

支払利息 63,086 42,901

持分法による投資損失 2,217 －

その他 35,634 17,948

営業外費用合計 100,939 60,849

経常利益又は経常損失（△） △33,771 107,945

特別利益

固定資産売却益 4,208 3,735

貸倒引当金戻入額 7,964 －

特別利益合計 12,172 3,735

特別損失

固定資産処分損 225 238

投資有価証券評価損 3,403 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 － 635

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,178

その他 ※１
 1,413 －

特別損失合計 5,041 11,051

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△26,641 100,629

法人税等 69,590 77,657

少数株主損益調整前四半期純利益 － 22,972

少数株主損失（△） △4,948 △586

四半期純利益又は四半期純損失（△） △91,283 23,558

EDINET提出書類

東海運株式会社(E04329)

四半期報告書

16/31



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△26,641 100,629

減価償却費 289,944 283,651

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,152 △15,268

その他の引当金の増減額（△は減少） 176,426 178,830

受取利息及び受取配当金 △18,107 △14,040

支払利息 63,086 42,901

為替差損益（△は益） △582 12,610

持分法による投資損益（△は益） 2,217 △3,792

固定資産売却損益（△は益） △3,983 △3,497

投資有価証券評価損益（△は益） 3,403 －

売上債権の増減額（△は増加） 460,131 85,175

仕入債務の増減額（△は減少） △308,123 2,421

その他 151,029 46,897

小計 786,648 716,518

利息及び配当金の受取額 34,002 25,081

利息の支払額 △67,917 △50,289

法人税等の支払額 △31,236 △92,627

営業活動によるキャッシュ・フロー 721,497 598,683

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,000 △20,000

定期預金の払戻による収入 20,000 20,000

有形固定資産の取得による支出 △194,517 △99,392

有形固定資産の売却による収入 3,828 4,789

無形固定資産の取得による支出 △9,433 △1,675

投資有価証券の取得による支出 △100,946 △31,398

投資有価証券の売却による収入 42,280 －

貸付けによる支出 △46,335 △86,685

貸付金の回収による収入 6,956 13,153

その他 17,012 451

投資活動によるキャッシュ・フロー △281,156 △200,756

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 900,000 600,000

短期借入金の返済による支出 △230,000 △120,000

長期借入れによる収入 96,000 243,000

長期借入金の返済による支出 △510,197 △672,603

自己株式の取得による支出 △2 △11

配当金の支払額 △115,598 △86,698

その他 △23,556 △39,059

財務活動によるキャッシュ・フロー 116,644 △75,373

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,733 △6,851

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 555,251 315,701

現金及び現金同等物の期首残高 2,725,050 2,579,615

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,280,302

※１
 2,895,316
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分)

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日)を適用

し、連結計算上必要な修正を行っております。

これにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用し

ております。

これにより、営業総利益が174千円、営業利益及び経常利益が340千円、税金等調整前四半期純利益が10,518千円

それぞれ減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は27,811千円でありま

す。

 

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益総額

の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。

なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「助成金収入」は7,722千円でありま

す。

 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１ ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、23,395,255

千円であります。
１ ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、23,143,026

千円であります。

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次のとおり保証を行っております。

夢洲コンテナターミナル㈱ 998,844千円

㈱ワールド流通センター 757,700千円

計 1,756,544千円

 

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次のとおり保証を行っております。

夢洲コンテナターミナル㈱ 998,844千円

㈱ワールド流通センター 783,800千円

計 1,782,644千円

 
３ コミットメントライン契約

当社は、機動的で安定的な調達確実性の高い資金調

達方法を有することで手元流動性の確保を目的とし

て、シンジケーション方式による短期コミットメント

ライン契約を取引銀行６行と締結しております。

当第１四半期連結会計期間末における短期コミッ

トメントライン契約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。

コミットメントラインの総額 4,000,000千円

借入実行残高 800,000千円

差引額 3,200,000千円

 

３ コミットメントライン契約

当社は、機動的で安定的な調達確実性の高い資金調

達方法を有することで手元流動性の確保を目的とし

て、シンジケーション方式による短期コミットメント

ライン契約を取引銀行６行と締結しております。

当連結会計年度末における短期コミットメントラ

イン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

コミットメントラインの総額 4,000,000千円

借入実行残高 800,000千円

差引額 3,200,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
 至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年６月30日)

１ ※１　特別損失のその他は、役員事業保険解約精算損

1,413千円であります。

 

　
──────────
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
 至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年６月30日)

１ ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 3,510,302千円

預入期間が３か月超の定期預金 △230,000千円

現金及び現金同等物 3,280,302千円
 

１ ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 3,125,316千円

預入期間が３か月超の定期預金 △230,000千円

現金及び現金同等物 2,895,316千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)

　
１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,910,000

　
　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,437

　
　
３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。

　
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 86,698 3.00平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

EDINET提出書類

東海運株式会社(E04329)

四半期報告書

23/31



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
物流事業
(千円)

海運事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,946,9752,412,888133,3538,493,217 ― 8,493,217

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,111 ─ 9,548 13,659(13,659) ―

計 5,951,0872,412,888142,9028,506,877(13,659)8,493,217

営業利益又は営業損失(△) 91,899150,217102,550344,668(350,744)△6,076

(注) １　事業区分は、サービス（役務）の種類、原料・製品の輸送及び保管方法等により下記の事業区分にしておりま

す。

２　各区分の主な役務の内容

物流事業

 

 

　
役務の内容

 

 

鉄鋼・硝子・タイヤ等の港湾運送作業、倉庫作業、通関業務等、鉄

鋼・建材・セメント・タイヤ等の陸上貨物運送及び工場構内に

おける建材・硝子等の運搬作業等

海運事業 　 役務の内容 主としてセメント及び原料等の海上貨物輸送

不動産事業 　 役務の内容 不動産の賃貸、管理業務等

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、海運・港運・陸運・倉庫・国際複合輸送等を有機的に結合させ、国内外に展開している総合物流

会社であり、報告セグメントとしては、「物流事業」、「海運事業」及び「不動産事業」としております。

「物流事業」は港湾における海上コンテナターミナル業務、輸出入貨物の通関手続き、荷捌き並びに国際

複合一貫輸送の取扱業務、寄託貨物の倉庫における入出庫、保管作業等のほか、各種貨物自動車、トレーラー

車、ばらセメント車等による貨物及びコンテナの輸送、カーフェリー輸送並びに引越業務、顧客の工場構内

における製品の搬出入関連業務等を行っております。

「海運事業」はセメント専用船による製品輸送及び一般貨物船による石膏、石灰石、石炭灰の他、環境関

連の産業廃棄物等の内航輸送及び外航輸送等を行っております。

「不動産事業」は保有賃貸不動産の賃貸業務等を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２物流事業 海運事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,437,7702,716,360129,8899,284,021 ─ 9,284,021

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3,075 ─ 8,748 11,823△11,823 ─

計 6,440,8462,716,360138,6379,295,844△11,8239,284,021

セグメント利益 317,54884,736 97,005499,291△380,686118,605

(注) １　セグメント利益の調整額△380,686千円には、セグメント間取引消去79千円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△380,766千円が含まれております。全社費用の主なものは提出会社本社及び連結子会社の総務部

門、人事部門、管理部門等に係る費用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、当四半期連結会計期間においては著し

い変動がありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　１株当たり純資産額 412.98円
　

　 　

　１株当たり純資産額 419.46円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3.16円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 0.82円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

0.81円

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の

基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△91,283 23,558

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△91,283 23,558

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,899 28,899

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

普通株式増加数(千株) ─ 32

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末か
ら重要な変動がある場合の概要

平成16年６月30日発行
新株予約権
（新株予約権の数116個）
これらの詳細については、第
４ 提出会社の状況　
１ 株式等の状況　
(2) 新株予約権等の状況に
記載のとおりであります。

─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

東海運株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    杉    秀    雄    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    橋    久 仁 子    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    清    水    芳    彦    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

運株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海運株式会社及び連結子会社の平成21年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月６日

東海運株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    清    水    芳    彦    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    野    康    一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

運株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海運株式会社及び連結子会社の平成22年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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